
１．令和５年度農業農村整備事業の推進にあたっての基本的な考え方 

 

 農業農村を取り巻く情勢は、少子高齢化・人口減少による農業者の減少と農村集落機能の低下、大規模自然災

害の頻発化・激甚化、新型コロナウイルス感染症の拡大など、大きく変化している。 

 このような中、国では、令和２年３月に「新たな食料・農業・農村基本計画」を閣議決定し、食料・農業・農

村を次世代へ持続的に継承していくため、担い手の育成・確保、農地集積・集約化、農業の成長産業化と国土強

靱化に向けた基盤整備などの施策を進めることとしている。また、令和３年３月には新たな「土地改良長期計画」

が閣議決定され、持続的に発展する農業と多様な人が住み続けられる農村の実現に向けて、生産基盤の強化によ

る農業の成長産業化、多様な人が住み続けられる農村の振興、農業・農村の強靱化の３つの政策課題に取り組む

としている。また、令和４年３月に土地改良法が改正され、受益者の費用負担や同意を求めずに実施できる農地

中間管理機構関連事業の適用工種の拡充や、土地改良施設維持管理適正化事業の拡充に必要な仕組みの創設、た

め池や排水機場等の豪雨対策が実施できる事業の拡充など、担い手への農地集積・集約化を加速することや自然

災害に対する土地改良施設の安全性の向上を図るための拡充措置が法制化された。 

 県では、令和４年３月、第２次茨城県総合計画～「新しい茨城」への挑戦～ を策定し、「活力があり県民が

日本一幸せな県」の実現に引き続き取り組み、農業については「強い農林水産業の実現」を掲げ、農家１戸あた

りの所得向上を図る取組等を進める。このため、農業農村整備事業においては、水田では生産コストの大幅な削

減のための大区画化や高収益作物の作付拡大に向けた排水改良を進めるとともに、畑地では生産性向上のための

区画整理や高品質な青果物の安定生産に向けたかんがい施設の整備を推進する。また、老朽化が進む農業水利施

設の長寿命化対策を推進するとともに、農地周辺の身近な水路等も含め適切に管理していくため、地域ぐるみに

よる保全管理等を支援する。さらに、防災・減災対策として、農地・集落等への冠水被害の軽減を図るため、排

水機場等の改修、田んぼダムの普及を進める。 

 

１ 生産基盤の強化による農業の成長産業化  

① 低コストで生産性の高い水田の基盤づくり  

水田農業の生産コストを低減するため、ほ場の大区画化等を進めるともに担い手への集積・集約化を進める。

また、用水のパイプライン化やICT等を活用し、水管理の省力化を図るとともに、コメ以外の高収益作物の生

産拡大を図る水田の畑地化や汎用化を進めるため「経営体育成基盤整備事業」等を推進する。  

② 高品質な青果物の安定生産に向けた畑地の基盤づくり  

畑作営農の効率化を図る区画整理や、高品質な青果物の安定生産に向けた国営用水を活用した畑地かんがい

施設の整備を進めるため「畑地帯総合整備事業」を推進する。 

２ 農村地域の強靭化・インフラ長寿命化  

③ 農業水利施設の計画的な長寿命化対策  

農業水利施設の機能を安定的に発揮するため、老朽化が進む基幹的農業水利施設について、機能診断結果や

長寿命化計画に基づき、「かんがい排水事業」等により施設の補修・更新を推進するとともに、小規模な末端

の農業水利施設については「土地改良施設維持管理適正化事業」等により老朽化の状況に応じた適切な長寿命

化対策を促進する。 

④ 農村地域の強靱化に向けた防災・減災対策  

    農地や農業用施設の機能維持、災害の未然防止及び被害解消を図るため、農村地域防災減災事業等を推進す

る。また、近年の地球温暖化に伴う気候変動の影響等により、豪雨災害が頻発・激甚化し、水害リスクの増大

が懸念されるため、水害防止効果が期待される田んぼダムを推進する。 
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３ 農村の活性化  

⑤ 地域資源を活用した持続可能な農村づくり  

    地域資源を活用した加工品開発や都市農村交流など、地域活性化につながる取組に挑戦する人材の確保・育

成を図るとともに、地域産品の主要な販売拠点である農産物直売所等交流拠点の利用促進等を図るため「都市

農村交流推進事業」等を推進する。 

⑥ 地域共同による農地、水路、農道等の維持管理等  

「多面的機能支払交付金」や「中山間地域等直接支払制度」を活用し、農地や水路、農道などの地域資源を

適切に保全管理する地域ぐるみの共同活動、農業生産活動を維持するための活動や体制整備のための取組等を

支援する。 

⑦ 豊かで住みよい農村環境づくりの推進  

農村の生活環境の改善や河川・湖沼などの水質保全を図る農業集落排水施設の整備や接続に向けた取組を支

援するため、「農業集落排水事業」等を推進する。また、老朽化した農業集落排水施設の長寿命化を図るため、

施設管理者が実施する機能診断調査や対策工事等を支援する。  

農産物流通の合理化や農村生活環境の改善を図るため、「農道整備事業」等の整備を推進する。  

⑧ 鳥獣による被害対策の推進  

    広域化する鳥獣被害の対策として「鳥獣被害防止総合対策事業」を推進し、地域住民による集落環境の点検

や共同での侵入防止柵の設置など「地域ぐるみ」の防止活動や、ICT技術を活用した捕獲活動の効率化等市町

村における有害捕獲活動等を支援する。 

 

これらに加えて、農業農村整備事業を推進する取組として、土地改良区の体制強化を図るため、「土地改良

区組織運営基盤強化対策事業」に取り組み土地改良区の合併等の再編整備を促進するとともに、平成 30 年 6 

月の土地改良法改正に伴い必要となる定款変更や貸借対照表作成等が円滑に実施されるよう支援・指導等を行

う。 

また、農業水利施設の省エネルギー化及び維持管理の省力化を進めるため、自然圧パイプラインやインバー

ターポンプ等の技術、水田センサー、自動給水栓を水田へ導入するなど、水管理労力の削減や用水ポンプの運

転時間削減に向けた取組を進めるとともに、農業農村整備事業の有効性や効果を農業者や県民に理解してもら

うための広報活動に重点的に取り組む。 
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*農業農村整備事業関係施策体系 
 

【県の施策】                【国の施策】 
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食料・農業・農村基本法 
（H11.7 施行） 

土地改良法 
（S24.6.6） 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ 
政策 3 強い農林水産業 
(1)農業の成長産業化と未来の担い手 
づくり 

(3)農山漁村の活性化 
政策 5 自然環境の保全・再生 
(1)湖沼の水質浄化と身近な自然環境の
保全 

 
Ⅰ「新しい安心安全」へのチャレンジ 
 政策 9 安心して暮らせる社会 
(2)安心な暮らしの確保 
施策 10 災害・危機に強い県づくり 
(1)災害・危機に備えた県土整備や危機

管理体制の充実強化 

農 業 農 村 整 備 事 業 の 実 施 

○ 生産基盤強化による農業の成長産業化 

○ 農村地域の強靭化・インフラ長寿命化 

○ 農村の活性化 

○農業の持続的な発展に関する施策 

➢農業の成長産業化と国土強靱化に

資する農業生産基盤整備 

○農村の振興に関する施策 

➢多面的機能の発揮 

➢鳥獣被害対策 

茨 城 県 総 合 計 画 
（R4.4 策定） 

新たな食料・農業・農村基本計画 
（R2.3.31 閣議決定） 

インフラ長寿命化基本計画 
（H25.11 月策定） 

国土強靭化基本計画 
（H26.6 月 閣議決定） 

3 つの政策課題に取り組む 

○生産基盤の強化による 
農業の成長産業化 

○多様な人が住み続けられる 

 農村の振興 

○農業・農村の強靱化 

活力があり，県民が日本一幸せな県 

総合的な TPP 等関連政策大綱 
（H29.11 月決定） 

○農業競争力強化プログラム 

（H28.11 月作成） 

➢土地改良制度の見直し 

  など１３項目に取り組む 

農林水産業・地域の活力創造プラン 
（H25.12 月決定） 

(H30.11 月改定) 

茨城県公共施設等 
総合管理計画 

（R4.3 月改定） 

茨城県国土強靭化計画 
（R4.3 月改定） 

新たな土地改良長期計画 
（R3.3.23 閣議決定） 

みどりの食料システム戦略 
（R3.５月決定） 

防災・減災・国土強靱化のための 
３か年緊急対策 

（H30.12 月 閣議決定） 
５か年緊急対策 

（R2.12 月 閣議決定） 
 

土地改良法の改正 
（土地改良区の在り方） 

（H30.3 月施行） 

土地改良法の改正 
（機構関連事業の創設）  

（H29.8 月施行） 

土地改良法の改正 
（急施の防災事業の拡充） 

（R4.3.31） 

【参考】 
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